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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
複数のティースを有する固定子鉄心、および前記複数のティースのそれぞれに巻き回され
て複数相を構成する電機子巻線からなる固定子と、
回転子鉄心、および前記回転子鉄心の周りに周方向に並べて設けられた複数の永久磁石か
らなり、前記固定子に対して空隙長ｇの空隙を介して配置された回転子とを備え、
前記永久磁石は、前記固定子に対向する面が曲率半径Ｒｍの曲面であり、前記永久磁石の
周方向中央部の厚みをｈ１、前記永久磁石の周方向の幅をＷとして、
　　０．６５≦Ｒｍ×ｈ１／Ｗ／（ｈ１＋ｇ）≦１．３７
の関係を満たすような形状であることを特徴とする永久磁石型回転電機。
【請求項２】
前記電機子巻線は、隣り合った前記ティースに同相で逆方向に巻き回されたことを特徴と
する請求項１に記載の永久磁石型回転電機。
【請求項３】
前記複数の永久磁石によって形成される磁極の数をＮ、前記ティースの数をＭとし、前記
磁極の数Ｎと前記ティースの数Ｍとの関係が、
　　６／７≦Ｍ／Ｎ≦６／５
を満たすことを特徴とする請求項２に記載の永久磁石型回転電機。
【請求項４】
前記複数の永久磁石によって形成される磁極の数をＮ、前記ティースの数をＭとし、前記
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磁極の数Ｎと前記ティースの数Ｍとの関係が、
　　３／４＜Ｍ／Ｎ＜３／２
を満たすことを特徴とする請求項２に記載の永久磁石型回転電機。
【請求項５】
前記複数の永久磁石によって形成される磁極の数をＮ、前記ティースの数をＭとし、前記
磁極の数Ｎと前記ティースの数Ｍとの関係が、
　　Ｎ：Ｍ＝１２ｎ±２ｎ：１２ｎ（ｎは１以上の整数）
であることを特徴とする請求項１に記載の永久磁石型回転電機。
【請求項６】
前記複数の永久磁石によって形成される磁極の数をＮ、前記ティースの数をＭとし、前記
磁極の数Ｎと前記ティースの数Ｍとの関係が、
　　Ｎ：Ｍ＝９ｎ±ｎ：９ｎ（ｎは１以上の整数）
であることを特徴とする請求項１に記載の永久磁石型回転電機。
【請求項７】
隣り合う前記永久磁石の間に、前記回転子鉄心から突設された磁性体からなる突起部を設
けたことを特徴とする請求項１ないし６のいずれか１項に記載の永久磁石型回転電機。
【請求項８】
前記突起部の高さをｈ３とし、前記永久磁石の周方向中央部の厚みをｈ１、前記永久磁石
の周方向端部の厚みをｈ２として、
前記突起部および前記永久磁石が、
　　ｈ３／ｈ２≧０．３８、かつ、ｈ１≧ｈ３
の関係を満たすような形状であることを特徴とする請求項７に記載の永久磁石型回転電機
。
【請求項９】
上記固定子鉄心は分割された鉄心により構成されていることを特徴とする請求項１ないし
８のいずれか１項に記載の永久磁石型回転電機。
【請求項１０】
上記複数の永久磁石の周りに金属製の管を設けたことを特徴とする請求項１ないし９のい
ずれか１項に記載の永久磁石型回転電機。
【請求項１１】
請求項１ないし１０のいずれか１項に記載の永久磁石型回転電機を備えたことを特徴とす
る電動パワーステアリング装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、永久磁石型回転電機に関するものであり、例えば、自動車用電動パワース
テアリング装置に用いられるモータに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の永久磁石型回転電機においては、固定子コアと永久磁石の相互作用でコギングト
ルクというトルク脈動が発生する。コギングトルクは振動の原因となるので、コギングト
ルクの低減が強く望まれている。このため、コギングトルクを低減する様々な技術が提案
されており、コギングトルクを低減するための永久磁石の形状について検討されている。
例えば、１２個の永久磁石と９個の磁極とを有するモータの一例として、永久磁石の固定
子に対向する曲面を円弧状として、回転子の半径を永久磁石の固定子対向面の曲率で割っ
た値を、コギングトルクを低減する値に設定している（例えば、特許文献１参照）。また
、極数６、ティースの数１８の永久磁石モータであって、永久磁石の外側輪郭を通る外径
が、隣接する永久磁石の輪郭の頂点を通る外径よりも小さくなるように外径の中心を偏心
させて、回転子の表面形状を花弁状としている（例えば、特許文献２参照）。
【０００３】
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【特許文献１】特開２００５－３４１６８８号公報（第３～４頁、第２，３図）
【特許文献２】特開２０００－３５０３９３号公報（第３頁、第１図）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従来の永久磁石型回転電機では、永久磁石の固定子に対向する曲面を円弧状としてコギ
ングトルクを低減することができるものの、永久磁石の周方向端部の高さが小さくなり、
永久磁石の周方向端部で不可逆減磁が発生しやすくなるという問題点があった。高温下で
永久磁石型回転電機が動作する場合、永久磁石の保磁力が低下するために、不可逆減磁が
さらに発生しやすくなるという問題点があった。不可逆減磁が発生すると、トルクの低下
が生じるのはもちろん、永久磁石が発生する磁束が設計時と異なってしまうため、コギン
グトルクやトルクリップルが増大し、振動・騒音の原因となる。このため、自動車用の電
動パワーステアリング装置に使う用途であれば、良好な操舵感覚を得られなくなってしま
う。
【０００５】
　この発明は、上述のような課題を解決するためになされたもので、コギングトルクの低
減と不可逆減磁の低減とを両立する永久磁石型回転電機を得るものである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　この発明に係る永久磁石型回転電機は、複数のティースを有する固定子鉄心、および複
数のティースのそれぞれに巻き回されて複数相を構成する電機子巻線からなる固定子と、
回転子鉄心、および回転子鉄心の周りに周方向に並べて設けられた複数の永久磁石からな
り、固定子に対して空隙長ｇの空隙を介して配置された回転子とを備え、永久磁石は、固
定子に対向する面が曲率半径Ｒｍの曲面であり、永久磁石の周方向中央部の厚みをｈ１、
永久磁石の周方向の幅をＷとして、０．６５≦Ｒｍ×ｈ１／Ｗ／（ｈ１＋ｇ）≦１．３７
の関係を満たすような形状であることを特徴とするものである。
【発明の効果】
【０００８】
　この発明に係る永久磁石型回転電機は、回転子鉄心の周りの周方向に複数の永久磁石を
並べて設け、永久磁石の固定子に対向する面が曲率半径Ｒｍの曲面とし、永久磁石の周方
向中央部の厚みをｈ１、永久磁石の周方向の幅をＷ、固定子と回転子の空隙をｇとして、
永久磁石が０．６５≦Ｒｍ×ｈ１／Ｗ／（ｈ１＋ｇ）≦１．３７の関係を満たすような形
状にしたので、コギングトルクを低減することができ、さらに高温下で電機子巻線に電流
を通電しても不可逆減磁を低減することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
実施の形態１．
　図１は、この発明を実施するための実施の形態１を示す永久磁石型回転電機の構成図で
あり、永久磁石型回転電機の軸方向から見た断面を示している。図１において、フレーム
やインシュレータ、磁石の飛散防止のための金属性の管などの詳細部分は省略し、簡略化
して示している。固定子鉄心１は内側に突出したティース２を有し、ティース２は周方向
に配置されている。永久磁石型回転電機は、固定子および回転子によって構成されており
、回転子は固定子に対して空隙長ｇの空隙を介して配置されている。図１に示すように、
空隙長ｇは、永久磁石４の固定子対向面とティース２先端との距離で定義される。固定子
は、固定子鉄心１、ティース２、および電機子巻線３によって構成されている。電機子巻
線３は、複数のティース２のそれぞれに巻き回されて複数相を構成する。図１では、１２
個のティース２が配置され、それぞれのティース２に電機子巻線３が集中巻で巻き回され
ている。
【００１１】
　一方、回転子は、永久磁石４、回転子鉄心５およびシャフト６によって構成されている
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。図１では、永久磁石４が回転子鉄心５の周りに周方向に並べられて１０個配置されてい
る。本実施の形態の永久磁石型回転電機は、極数１０、ティースの数１２で構成されてい
る。ここで、極数は複数の永久磁石４によって形成される磁極の数である。また、回転子
鉄心５の中心部分にはシャフト６が挿入されている。固定子鉄心１および回転子鉄心５は
磁性材料で構成されていて、例えば電磁鋼板を積層して作られる。回転子鉄心５は、塊状
鉄心を削って作ってもよい。
【００１２】
　電機子巻線３は１２個あり、Ｕ＋，Ｕ－，Ｖ－，Ｖ＋，Ｗ＋，Ｗ－，Ｕ－，Ｕ＋，Ｖ＋
，Ｖ－，Ｗ－，Ｗ＋の順に配置されている。ここで、＋と－では巻き方向が逆であること
を示している。この配置によってＵ相，Ｖ相，Ｗ相の計３相の電機子巻線３が構成される
。電機子巻線３の結線としては、図２のように直列に２つ接続された電機子巻線がさらに
並列に接続されて各相の結線が構成され、各相の結線がデルタ結線される場合が考えられ
る。なお、デルタ結線をスター結線としてもよいし、各相の結線における電機子巻線を並
列ではなく直列としてもよい。なお、自動車用の電動パワーステアリングなどに適用する
場合には、１２Ｖのバッテリー電圧で駆動されることが多く、デルタ結線であればスター
結線に比べて、巻数が約√３倍多くなるので、その分、電機子巻線３の線径を細くするこ
とができ、巻線作業性が向上する。ただし、バッテリー電圧よりも高い電圧で駆動される
場合には、スター結線でもよい。
【００１３】
　このような構成の永久磁石型回転電機において、永久磁石と固定子鉄心との相互作用に
よって発生するコギングトルクを低減するために、引用文献１，２のように永久磁石の固
定子に対向する曲面を円弧状とする方法がある。しかしながら、永久磁石の固定子に対向
する曲面を円弧状とした永久磁石型回転電機においては、永久磁石の周方向端部の高さが
小さくなるため、永久磁石の周方向端部で不可逆減磁が発生しやすくなる。また、高温下
で永久磁石型回転電機が動作する場合、永久磁石の保磁力が低下するために、不可逆減磁
がさらに発生しやすくなる。
【００１４】
　ここで、永久磁石の減磁と電機子巻線の配置との関係について考える。まず、異なる相
の電機子巻線が隣り合っている場合の電機子電流による逆磁界について説明する。例えば
、極数８、ティースの数１２の永久磁石型回転電機の場合、電機子巻線の配置はＵ，Ｖ，
Ｗ，Ｕ，Ｖ，Ｗ，Ｕ，Ｖ，Ｗ，Ｕ，Ｖ，Ｗの順になっている。また、極数１２、ティース
の数９の永久磁石型回転電機の場合、電機子巻線の配置はＵ，Ｗ，Ｖ，Ｕ，Ｗ，Ｖ，Ｕ，
Ｗ，Ｖの順になっている。このように異なる相が隣り合っている場合には、Ｕ相に最大電
流が流れても、両隣のＶ相、Ｗ相に流れる電流はＵ相に流れる電流の１／２の振幅となり
小さい。また、隣り合った電機子巻線に同じ振幅の電流が流れるのは、いずれかの相の電
流がゼロとなるときである。３相の各相が互いに１２０°ずれていることを考慮すると、
同じ振幅の電流は、最大電流のＣＯＳ（３０°）倍、すなわち√３/２倍の振幅となる。
【００１５】
　一方、本実施の形態のような極数１０、ティースの数１２の永久磁石型回転電機の場合
、図１に示すように隣り合ったティース２に同相で逆方向に巻きまわされた電機子巻線３
が配置されている。例えば、Ｕ＋とＵ－が隣り合っている。このような配置にすると、い
ずれかの相に最大電流が流れたとき、その相の電機子巻線３が巻き回されたティース２付
近の永久磁石４には大きな逆磁界がかかることになる。これを電流条件で言い換えれば、
極数１０、ティースの数１２の場合、極数８、ティースの数１２のように異なる相の電機
子巻線が隣り合っている場合に比べて３／√２倍＝約１．１５倍の大きな電流が電機子巻
線に流れたのと同じ効果があることがわかる。つまり、極数１０、ティースの数１２の回
転電機は、極数８、ティースの数１２の回転電機に比べて、電流条件で約１．１５倍、不
可逆減磁が発生しやすい条件になっているといえる。不可逆減磁は保磁力の限界を超える
と急激に増加するため、１．１５倍の差は設計に影響を与えることになる。
【００１６】
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　特に、この逆磁界のかかる部分に永久磁石の周方向端部が近づいた位置関係となる場合
には、永久磁石に不可逆減磁が発生しやすいという課題がある。図３に、軸方向から見た
永久磁石型回転電機の構成図の部分拡大図を示す。この図を用いて、不可逆減磁の発生に
ついて説明する。Ｕ相電流が最大になると、Ｕ＋とＵ－のティースを通る閉磁路５０の起
磁力が大きくなる。このとき、永久磁石４ａの周方向端部（図では左側の端部）に大きな
逆磁界がかかるため不可逆減磁が発生しやすくなり、電機子巻線が同相で逆方向に巻き回
された巻線が隣り合ったティースに配置されている構成では更に不可逆減磁が発生しやす
くなる。そこで、本発明は、このような逆磁界がかかる状態においても、不可逆減磁が発
生しない構成としたものである。
【００１７】
　図４は、本実施の形態における永久磁石を配置した回転子の構成図である。永久磁石４
は、固定子に対向する面を円弧状とした形状である。この永久磁石４の周方向の幅をＷ、
周方向中央部の高さをｈ１、周方向端部の高さをｈ２とした。また、永久磁石４の円弧の
曲率半径をＲｍとし、回転子の半径（軸中心から永久磁石の固定子対向面までの距離）を
Ｒｒとした。永久磁石４は、曲率半径Ｒｍが大きくなると周方向端部の高さｈ２が大きく
なり、平板に近づいていく。このことは、曲率半径Ｒｍが大きくなると永久磁石４の周方
向端部での減磁量が小さくなることを意味する。
【００１８】
　図５は、永久磁石の幅Ｗと減磁率との関係の一例を示すものである。減磁率は、永久磁
石の減磁量を示すものであり、永久磁石内部の磁束密度Ｂに対する不可逆減磁量の割合で
ある。図５において、永久磁石の幅Ｗを回転子の半径Ｒｒで規格化している。図５より、
永久磁石の幅が大きくなると、永久磁石の減磁率が大きくなることが分かる。さらに、回
転子と固定子との空隙長ｇを考慮し、永久磁石の残留磁束密度をＢｒとし、永久磁石内部
の磁束密度をＢとすると、おおよそ、式（１）のような関係がある。
【００１９】
【数１】

【００２０】
　ここで、μｒはリコイル比透磁率である。μｒはネオジ系希土類の焼結磁石の場合１．
０５ぐらいの値であり、式（１）を式（２）のように近似することができる。
【００２１】
【数２】

【００２２】
　式（２）から、ｈ１／（ｈ１＋ｇ）が大きいほど、永久磁石内部の磁束密度Ｂが大きく
なるので、永久磁石の不可逆減磁が発生しにくくなることがわかる。これらのことから、
本発明では、永久磁石の不可逆減磁を評価するパラメータとして、式（３）に示す減磁評
価パラメータを用いて永久磁石の最適形状の設計を行う。
【００２３】

【数３】

【００２４】
　この減磁評価パラメータは、値が大きくなると減磁量が大きくなるものはそのまま乗じ
、値が大きくなると減磁量が小さくなるものは逆数を乗じることで構成されている。図６
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は、減磁評価パラメータに対するコギングトルクおよび永久磁石の減磁量を示す減磁率と
の関係を示したものである。図６において、横軸は減磁評価パラメータ、縦軸はコギング
トルクおよび永久磁石の減磁率である。減磁は磁石温度が１４０℃、電流は回転電機の定
格電流より大きな電流が流れた状態を想定した。
【００２５】
　永久磁石型回転電機が自動車用電動パワーステアリング装置に組み込まれる場合には、
ハンドルの操舵感覚の観点から、コギングトルクは０．０１Ｎｍ以下、好ましくは０．０
０５Ｎｍ以下とすることが望ましい。一方、トルクの低下やコギングトルクやトルクリッ
プルが増大に伴う振動・騒音の低減の観点から、減磁率は１％以下にすることが望ましい
。この両者の条件を満たすためには、図６からわかるように、式（３）の減磁評価パラメ
ータを以下の式（４）で示した範囲内、好ましくは式（５）で示した範囲内に収めなけれ
ばならない。
【００２６】
【数４】

【００２７】
【数５】

【００２８】
　図７にコギングトルクの波形の例を示す。図７において、横軸は回転子の回転角度［電
気角］、縦軸はコギングトルクである。減磁評価パラメータの値が０．８０の場合と１．
８０の場合とで比較している。式（４）で示した範囲に収まっている０．８０の場合には
、その範囲に収まっていない１．８０の場合に比べて大幅にコギングトルクが低減できて
いることが分かる。
【００２９】
　次に、別の観点から見た、永久磁石の形状と永久磁石の不可逆減磁等との関係について
説明する。図８は、永久磁石の厚みとコギングトルクおよび永久磁石の減磁率との関係に
ついて示したものである。図８において、横軸は永久磁石の中央部分の厚みｈ１と周方向
端部の厚みｈ２との比であるｈ２／ｈ１、縦軸はコギングトルクおよび永久磁石の減磁量
を示す減磁率である。上述のとおり、コギングトルクは０．０１Ｎｍ以下、好ましくは０
．００５Ｎｍ以下とすることが望ましい。一方、減磁率は１％以下にすることが望ましい
。この両者の条件を満たすためには、図８からわかるように、厚みの比ｈ２／ｈ１を以下
の式（６）で示した範囲内、好ましくは式（７）で示した範囲内に収めなければならない
。
【００３０】
【数６】

【００３１】
【数７】

【００３２】
　以上のような構成にすることによって、従来例と比べコギングトルクを低減することが
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でき、さらに、永久磁石の不可逆減磁を抑制できる。特に、電機子巻線が同相で逆方向に
巻きまわされた巻線が隣り合ったティースに配置されている永久磁石型回転電機において
は、異なる相が隣り合っている場合に比べて不可逆減磁が大きくなる傾向があったが、本
発明を適用することによってコギングトルクを低減することができる。さらに、高温下で
電機子巻線に電流を通電しても不可逆減磁を低減することができ、トルクリップルを低減
することができる。
【００３３】
　なお、本実施の形態の構成による極数１０、ティースの数１２の集中巻の永久磁石型回
転電機においては、巻線係数が０．９３３となる。これに対し、従来広く用いられている
極数８、ティースの数１２の永久磁石型回転電機の場合、巻線係数は０．８６６となる。
両者を比較すると、本実施の形態の構成の方が、巻線係数が高くなる。また、極数とティ
ースの数との最小公倍数を比較しても、本実施の形態の構成では６０であるのに対し、従
来から広く用いられている極数８、ティースの数１２の場合は２４であり、最小公倍数も
本実施の形態の構成の方が大きい。極数とティースの数との最小公倍数は、回転電機の回
転子が１回転するときのコギングトルクの脈動数であり、最小公倍数が大きい方がコギン
グトルクは小さくなる傾向にある。よって、本実施の形態の構成の永久磁石型回転電機の
方がコギングトルクの小さい回転電機といえる。したがって、本実施の形態の構成によれ
ば、従来例よりも不可逆減磁を低減しつつコギングトルクを低減することができる。また
、極数１０、ティースの数１２としたため、巻線係数も大きくでき、永久磁石が発生する
磁束の利用効率を向上できるので、小型軽量化で、高効率な永久磁石型回転電機を得るこ
とができる。
【００３４】
実施の形態２．
　図９は、この発明を実施するための実施の形態２を示す永久磁石型回転電機の回転子の
部分拡大図であり、回転子の一部を軸方向から見た断面を示している。本実施の形態の永
久磁石型回転電機は、隣り合う永久磁石の間に設けた突起部の形状を、実施の形態１より
も詳細に設定したものである。図９において、図１と同一の符号を付したものは、同一ま
たはこれに相当するものであり、このことは明細書の全文において共通することである。
また、明細書全文に表れている構成要素の態様は、あくまで例示であってこれらの記載に
限定されるものではない。
【００３５】
　図９（ａ）は比較のために示した突起部がない場合、図９（ｂ）は隣り合う永久磁石４
の間に突起部７を設けた場合を示す。この突起部７は、磁性材料で形成され、回転子鉄心
５から突設されている。例えば、電磁鋼板を金型で打ち抜いて回転子鉄心５を作成する際
に、一緒に突起部７を形成してもよいし、回転子鉄心５作成後に磁性材料を付加してもよ
い。
【００３６】
　ここで、突起部７の高さをｈ３、永久磁石４の周方向端部の高さｈ２とし、両者の比ｈ
３／ｈ２と永久磁石の減磁量との関係について説明する。図１０は、高さの比ｈ３／ｈ２
に対する永久磁石の減磁量との関係を示したものである。図１０において、横軸は高さの
比ｈ３／ｈ２、縦軸は永久磁石の減磁量を示す減磁率の差である。減磁率の差は、永久磁
石内部の磁束密度Ｂに対する減磁量の差である。減磁量の差は、突起部７を設けた場合の
減磁量から突起部を設けない場合の減磁量を差し引いた値である。減磁量の差が負の値を
示しているのは突起部７の効果で不可逆減磁が軽減できていることを示す。図１０からわ
かるように、高さの比ｈ３／ｈ２を以下の式（８）で示した範囲内に収めることで、不可
逆減磁の影響がなくなることがわかる。なお、固定子との衝突を防ぐために、突起部７の
高さｈ３は、永久磁石４の周方向中央部の高さｈ１以下の値に設定する必要がある。
【００３７】
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【数８】

【００３８】
　磁性材料からなる突起部７を設けることによって、固定子側から永久磁石４の周方向端
部を通過する磁束の一部が突起部７に回り込むため、永久磁石４の周方向端部を通過する
磁束が減少する。このため、不可逆減磁が軽減されることになる。以上のような構成によ
って、永久磁石４の周方向端部の逆磁界を緩和することができ、結果として減磁量を低減
することができる。また、隣り合う永久磁石４の間に突起部７を設けているため、永久磁
石４の位置決めも容易となる。
【００３９】
実施の形態３．
　図１１および図１２は、この発明を実施するための実施の形態３を示す永久磁石型回転
電機の構成図であり、永久磁石型回転電機の軸方向から見た断面を示している。本実施の
形態の永久磁石型回転電機は、極数およびティースの数が実施の形態１と異なっている。
実施の形態１では、極数１０、ティースの数１２の永久磁石型回転電機について述べたが
、本発明はこの極数とティースの数との組合せ以外の組合せについても適用できる。
【００４０】
　図１１に、極数が１４、ティースの数が１２の場合の永久磁石型回転電機を示す。電機
子巻線３は１２個あり、Ｕ＋，Ｕ－，Ｗ－，Ｗ＋，Ｖ＋，Ｖ－，Ｕ－，Ｕ＋，Ｗ＋，Ｗ－
，Ｖ－，Ｖ＋の順に配置されている。ここで、＋と－では巻き方向が逆であることを示し
ている。この配置によってＵ相，Ｖ相，Ｗ相の計３相の電機子巻線３が構成される。電機
子巻線の結線としては、直列に２つ接続された電機子巻線がさらに並列に接続されて各相
の結線が構成され、各相の結線がデルタ結線される場合が考えられる。なお、デルタ結線
をスター結線としてもよいし、各相の結線における電機子巻線を並列ではなく直列として
もよい。
【００４１】
　この場合においても同相で逆方向に巻き回された電機子巻線３が隣り合ったティース２
に配置されているため、実施の形態１で説明したように、いずれかの相に最大電流が流れ
たとき、大きな逆磁界が永久磁石４にかかり、永久磁石の周方向端部に不可逆減磁が発生
する。しかしながら、本実施の形態においても、実施の形態１で示したように、式（４）
、式（５）を満足するように減磁評価パラメータを設定するか、式（６）、式（７）を満
足するように永久磁石の厚みの比ｈ２／ｈ１を設定するか、実施の形態２で示したように
、式（８）を満足するように永久磁石の周方向端部の高さに対する突起部の高さの比ｈ３
／ｈ２を設定する。このことによって、従来の永久磁石式回転電機と比べて、コギングト
ルクを低減することができる。さらに、高温下で電機子巻線３に電流を通電しても不可逆
減磁を低減することができ、トルクリップルを低減することができる。
【００４２】
　また、別の極数およびティースの数の組合せに対しても本発明を適用することができる
。図１２に、極数が８、ティースの数が９の場合の永久磁石型回転電機を示す。この場合
、電機子巻線３は９個あり、Ｕ＋，Ｕ－，Ｕ＋，Ｖ＋，Ｖ－，Ｖ＋，Ｗ＋，Ｗ－，Ｗ＋の
順で配置されている。ここで、＋と－では巻き方向が逆であることを示している。Ｕ＋，
Ｕ－，Ｕ＋は直列で接続されてＵ相を構成し、Ｖ相，Ｗ相も同様に直列に３つの巻線が接
続されて構成されている。そして、各相がデルタ結線あるいはスター結線によって接続さ
れる。このような永久磁石型回転電機の場合でも、同相で逆方向に巻き回された電機子巻
線３が隣り合ったティース２に配置されているため、いずれかの相の電流が最大となった
ときに、大きな逆磁界が永久磁石４にかかる。このため、永久磁石４を式（４）～式（８
）を満たす形状にすることによって、従来の永久磁石式回転電機と比べて、コギングトル
クを低減することができる。さらに、高温下で電機子巻線３に電流を通電しても不可逆減
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磁を低減することができ、トルクリップルを低減することができる。
【００４３】
　なお、図示しないがこの他にも極数が１０、ティースの数が９の永久磁石式回転電機で
も同様の効果が得られる。また、一般に、
　　極数：ティースの数＝１２ｎ±２ｎ：１２ｎ
　　極数：ティースの数＝９ｎ±ｎ：９ｎ
　　（ｎ：１以上の整数）
となるような極数およびティースの数の永久磁石式回転電機においても、同相で逆方向に
巻き回された巻線が隣り合ったティースに配置されており、永久磁石の形状を式（４）～
式（８）を満たす構成にすることによって、コギングトルクを低減することができる。さ
らに、高温下で電機子巻線３に電流を通電しても不可逆減磁を低減することができ、トル
クリップルを低減することができる。
【００４４】
　そして、極数１４、ティースの数１２の集中巻の永久磁石型回転電機においては、巻線
係数が０．９３３、極数とティースの数との最小公倍数が８４となる。これは、従来から
広く用いられている極数８、ティースの数１２の永久磁石型回転電機の場合よりも大きい
ため、本実施の形態の構成によれば、従来例よりもコギングトルクが小さく、巻線係数も
大きいので、小型軽量化が可能であり、高効率な永久磁石型回転電機を得ることができる
。また、極数が８、ティースの数が９の集中巻の永久磁石型回転電機においては、巻線係
数が０．９４６、極数とティースの数との最小公倍数が７２となり、極数が１０、ティー
スの数が９の集中巻の永久磁石型回転電機においては、巻線係数が０．９４６、極数とテ
ィースの数との最小公倍数が９０となる。これらの値は、従来から広く用いられている極
数１２、ティースの数９の永久磁石型回転電機の巻線係数０．８６６、極数とティースの
数との最小公倍数３６に比べて大きいため、本実施の形態の構成によれば、従来例よりも
コギングトルクが小さく、巻線係数も大きいので、小型軽量化が可能であり、高効率な永
久磁石型回転電機を得ることができる。
【００４５】
　以上のことから、極数１０、ティースの数１２の永久磁石型回転電機、極数１４、ティ
ースの数１２の永久磁石型回転電機、および極数８、ティースの数９の永久磁石型回転電
機においては、同相で逆方向に巻き回された巻線が隣り合ったティースに配置されており
、永久磁石の形状を式（４）～式（８）を満たす構成にすることによって、コギングトル
クを低減することができる。さらに、高温下で電機子巻線３に電流を通電しても不可逆減
磁を低減することができ、トルクリップルを低減することができる。このことから、電機
子巻線は同相で逆方向に巻き回されことになる、以下の式（９）で表される極数Ｎとティ
ースの数Ｍとの組合せにおいて、本発明を適用することができる。
６／７≦Ｍ／Ｎ≦６／５　－－（９）
ここで、ＮとＭは異なる整数である。また、電機子巻線が同相で逆方向に巻き回す必要が
ない従来の永久磁石型回転電機の極数Ｎとティースの数Ｍとの組合せにおいては、本発明
の適用の効果は低い。このため、従来の永久磁石型回転電機における極数Ｎとティースの
数Ｍとの組合せを除く、以下の式（１０）で表される範囲内で極数Ｎとティースの数Ｍと
の組合せてもよい。
３／４＜Ｍ／Ｎ＜３／２　－－（１０）
【００４６】
実施の形態４．
　図１３は、この発明を実施するための実施の形態４を示す永久磁石型回転電機の構成図
であり、永久磁石型回転電機の軸方向から見た断面を示している。本実施の形態の永久磁
石型回転電機は、固定子鉄心が分割された鉄心を連結した構成である点が実施の形態１と
異なっている。
【００４７】
　固定子鉄心１１は、金型によって一体で打ち抜いて作成される場合と異なり、周方向に
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分割された鉄心を連結して作成されている。図１３のように１つのティース１２毎に分割
されている場合、あるいはコアバックを略円形で打ち抜き、ティースを嵌め込む構造の場
合など種々作成方法が考えられる。このように分割された鉄心によって固定子鉄心１１が
構成される場合は、金型によって一体で打ち抜いて作成される場合と比べて、固定子鉄心
１１の内周形状の精度すなわち真円度が劣る可能性がある。固定子鉄心１１の形状精度が
悪くなると、回転子が一回転する毎に極数と同じ脈動数のコギングトルク成分が発生する
。したがって、電動パワーステアリング装置のような低コギングトルクを要求される用途
に用いる場合には、極数とティースの数との最小公倍数の脈動数で発生する成分だけでは
なく、回転数１回転毎に極数と同じ脈動数で発生する成分のコギングトルクも考慮する必
要がある。
【００４８】
　しかしながら、実施の形態１で示したような永久磁石４を式（４）～式（８）を満たす
形状にすることによって、極数とティースの数との最小公倍数の脈動数で発生するコギン
グトル成分を十分低減することができる。このため、回転数１回転毎に極数と同じ脈動数
のコギングトルク成分があったとしても、低コギングトルクの永久磁石型回転電機を得る
ことができる。
【００４９】
　図１４に、具体例として固定子鉄心が分割された固定子鉄心により構成された極数１０
、ティースの数１２の永久磁石型回転電機のコギングトルクの波形の例を示す。従来の永
久磁石型回転電機では、極数とティースの数との最小公倍数６０に一致する脈動数のコギ
ングトルク成分と回転数１回転毎に極数と同じ１０回脈動する成分とが大きく、コギング
トルクの振幅としては大きい。しかしながら、本発明の永久磁石型回転電機では、最小公
倍数６０に一致する脈動数のコギングトルク成分が十分低減できているので、ほぼ極数と
同じ１０回脈動する成分だけとなっている。このことは、すなわち固定子鉄心１１の形状
精度が悪くてもコギングトルクを十分小さく抑制することができることを示している。
【００５０】
　さらに、金型によって一体で打ち抜くことによって、特に複数のティース間に形成され
るスロット開口幅が小さい場合には電機子巻線を巻くための巻線機のノズルをスロットに
入れることが困難であるので、電機子巻線の占積率を向上するのが困難であった。しかし
ながら、分割された固定子鉄心によって固定子鉄心１１が構成される場合には、スロット
開口幅が小さくても電機子巻線３の占積率を向上することができ、結果として銅損とコイ
ルエンドが小さくなり小型軽量化、高効率化が可能となる。
【００５１】
実施の形態５．
　図１５、図１６は、この発明を実施するための実施の形態５を示す永久磁石型回転電機
の回転子の構成図であり、永久磁石型回転電機の軸方向から見た断面を示している。本実
施の形態の永久磁石型回転電機は、回転子の永久磁石の周りに、永久磁石の飛散防止のた
めの金属製の管が設けられている点が実施の形態１と異なっている。図１５、図１６にお
いて、回転子鉄心５および複数の永久磁石４を囲むように、永久磁石４の飛散防止のため
の金属製の管８，９が設けられている。金属製の管は高速で回転子が回転したときの遠心
力によって永久磁石４が飛散することを防止する役割がある。
【００５２】
　図１７は、従来の永久磁石型回転電機の回転子の永久磁石２４の周辺に金属製の管２８
が設けられた場合を示すものである。軸方向から見た永久磁石２４の断面形状は長方形と
なっており、永久磁石２４の角の部分と金属製の管２８が接触した状態で、永久磁石２４
を保護している。遠心力がかかると、永久磁石２４の角と接触している部分に強い応力が
集中し金属製の管２８が破損しやすいという課題がある。また、永久磁石２４の角が鋭い
ため、製造工程においても金属製の管２８に傷がつきやすく、この傷が原因で破損しやす
いという課題があった。特に、永久磁石２４の断面形状が長方形の場合には、永久磁石２
４を含めた回転子の最大外径が永久磁石２４の角の部分になり、金属製の管２８とこの角
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とが接触しやすくなる。
【００５３】
　しかしながら、図１５に示すように、永久磁石４の固定子に対向する曲面を円弧状とし
、実施の形態１で示したような永久磁石４を式（４）～式（８）を満たす形状にすること
によって、永久磁石４と金属製の管８が接触する面積が大きくなり、応力を緩和すること
ができる。このため、遠心力によっても金属製の管８が破損しにくくなる。また、製造工
程においても、金属製の管８に傷がつきにくくなる。これらのことから、金属の管８を薄
く構成しても、遠心力に耐える構造とすることができる。例えば、０．２ｍｍ以下、さら
には０．１ｍｍ以下のステンレス製の管によって金属製の管８を構成することができる。
金属製の管８を薄くすることよって、永久磁石型回転電機の回転子と固定子との空隙長を
低減することができるため、少ない永久磁石４でも十分な磁束を発生させることができる
ので、永久磁石４の材料使用量の低減が図れる。この結果、永久磁石型回転電機の小型軽
量化、高効率化が可能となる。なお、金属製の管８を設けた場合でも、空隙長ｇは永久磁
石４の固定子対向面とティース２先端との距離で定義される。
【００５４】
　また、図１６は、金属製の管を円筒ではなく、断面形状が略多角形とした永久磁石型回
転電機の回転子の構成図である。断面形状が略多角形の金属製の管９は、周方向位置が永
久磁石４の円弧部分に相当する部分では永久磁石４の形状に沿わせた形状とし、隣り合う
永久磁石間ではほぼ直線状とした形状としている。このような形状にすることで、金属製
の管９によって各永久磁石４が接触連結されているので、金属製の管９と永久磁石４との
接触面積が増大し、金属製の管９および永久磁石４に渦電流による発熱が生じても、永久
磁石４の局所的な昇温が緩和されて永久磁石４の減磁耐力が向上する。さらに、金属製の
管９と永久磁石４との接触面積が大きくなることで、応力が緩和されて高速回転時の遠心
力に対しても強くなる。
【００５５】
　なお、図１６では、金属製の管９を永久磁石４の形状に沿わせて、永久磁石４の円弧状
の部分の大部分と接触している例を示したが、金属製の管の形状はこれに限らない。例え
ば、永久磁石４の円弧状の部分の一部と接触していてもよく、図１５に示した金属製の管
８に比べて、永久磁石４との接触面積が増えているような形状になっていれば渦電流によ
る発熱が生じても局所的な昇温が緩和されることはいうまでもない。
【００５６】
　さらに、金属製の管がステンレス製であれば、断面形状が多角形となっても磁気回路に
影響を与えないためコギングトルク発生の要因とならないので、低コギングトルクの永久
磁石型回転電機を得ることができる。
【００５７】
実施の形態６．
　図１８は、この発明を実施するための実施の形態６を示す本発明の永久磁石型回転電機
を用いた車両用の電動パワーステアリング装置の概念図である。図１８において、電動パ
ワーステアリング装置には、ステアリングホイール３０から操舵力を伝えるためのコラム
シャフト３１が設けられている。コラムシャフト３１にはウォームギヤ３２（図では詳細
は省略し、ギヤボックスのみ示している）が接続されており、コントローラ３３によって
駆動されるモータ３４の出力（トルク、回転数）を、回転方向を直角に変えながら伝達し
、同時に減速し、アシストトルクを増加させる。３５はハンドルジョイントであり、操舵
力を伝えると共に、回転方向も変える。３６はステアリングギヤ（図では詳細は省略し、
ギヤボックスのみ示している）であり、コラムシャフト３１の回転を減速し、同時にラッ
ク３７の直線運動に変換し、所要の変位を得る。このラック３７の直線運動により車輪を
動かし、車両の方向転換等を可能とする。
【００５８】
　このような電動パワーステアリング装置では、モータ３４にて発生するトルクの脈動が
ウォームギヤ３２とコラムシャフト３１を介して、ステアリングホイール３０に伝達され
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る。したがって、モータ３４が大きなトルク脈動を発生する場合、滑らかなステアリング
感覚を得ることが出来ない。また、電動機がアシストするためのトルクを発生しない状態
においても、電動機が大きなコギングトルクを発生するものであれば、滑らかなステアリ
ング感覚を得ることが出来ない。
【００５９】
　しかしながら、本発明に係る永久磁石型回転電機を本実施の形態の電動パワーステアリ
ング装置のモータ３４として組み込むことによって、コギングトルクが低減できる。また
、高温下でモータ３４の電機子巻線に電流が通電された場合においても不可逆減磁がほと
んど発生しないので、振動・騒音の原因となるトルクリップルも低減する。このため、電
動パワーステアリング装置における操舵感覚を向上できる。
【００６０】
　また、電動パワーステアリング装置用のモータは小型化と永久磁石の使用量低減のため
に、回転子と固定子の磁気的空隙長は1ｍｍ以下で設計されることが多い。このような小
さい空隙長であっても、永久磁石の形状が適切でないと例えば温度１４０℃のような高温
下で不可逆減磁が発生してしまう。特に、
　　極数：ティースの数＝１２ｎ±２ｎ：１２ｎ
　　極数：ティースの数＝９ｎ±ｎ：９ｎ
　　（ｎ：１以上の整数）
の関係となる永久磁石型回転電機では、同相で逆方向に巻きまわされた巻線が隣り合った
ティースに配置されており不可逆減磁が問題となる。しかしながら、実施の形態１～５で
示した永久磁石型回転電機を電動パワーステアリング装置に用いることによって、永久磁
石に不可逆減磁はほとんど発生せず、コギングトルクも小さくできるので操舵感覚を向上
できる。また、従来の永久磁石型回転電機より極数とティースの数との最小公倍数も大き
く、巻線係数も大きいため、コギングトルクが小さくできるとともに小型軽量化が可能で
、高効率な永久磁石型回転電機を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００６１】
【図１】この発明の実施の形態１における永久磁石型回転電機の構成図である。
【図２】この発明の実施の形態１における電機子巻線の結線図である。
【図３】この発明の実施の形態１における永久磁石型回転電機の部分拡大図である。
【図４】この発明の実施の形態１における回転子の構成図である。
【図５】永久磁石の幅Ｗと減磁率との関係の一例を示す図である。
【図６】この発明の実施の形態１における減磁評価パラメータとコギングトルクおよび永
久磁石の減磁率との関係を示す図である。
【図７】この発明の実施の形態１におけるコギングトルクの波形を示す図である。
【図８】この発明の実施の形態１における永久磁石の厚みとコギングトルクおよび永久磁
石の減磁率との関係を示す図である。
【図９】この発明の実施の形態２における回転子の部分拡大図である。
【図１０】この発明の実施の形態２における永久磁石の周方向端部の高さに対する突起部
の高さの比と永久磁石の減磁率との関係を示す図である。
【図１１】この発明の実施の形態３における永久磁石型回転電機の構成図である。
【図１２】この発明の実施の形態３における別の永久磁石型回転電機の構成図である。
【図１３】この発明の実施の形態４における永久磁石型回転電機の構成図である。
【図１４】この発明の実施の形態４におけるコギングトルクの波形を示す図である。
【図１５】この発明の実施の形態５における回転子の構成図である。
【図１６】この発明の実施の形態５における別の回転子の構成図である。
【図１７】従来の回転子の構成図である。
【図１８】この発明の実施の形態６における永久磁石型回転電機を用いた車両用の電動パ
ワーステアリング装置の概念図である。
【符号の説明】
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【００６２】
　１，１１　固定子鉄心、２，１２　ティース、３　電機子巻線、４　永久磁石、５　回
転子鉄心、６　シャフト、７　突起部、８，９　金属製の管。
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【図１０】 【図１１】

【図１２】 【図１３】
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【図１４】
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【図１６】

【図１７】

【図１８】



(17) JP 5228582 B2 2013.7.3

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  高島　和久
            東京都千代田区九段北一丁目１３番５号　三菱電機エンジニアリング株式会社内
(72)発明者  阿久津　悟
            東京都千代田区丸の内二丁目７番３号　三菱電機株式会社内
(72)発明者  浅尾　淑人
            東京都千代田区丸の内二丁目７番３号　三菱電機株式会社内

    審査官  森山　拓哉

(56)参考文献  特開２００４－２０８３４１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０６－２１７４７８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－２２１９６１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－３１８９９８（ＪＰ，Ａ）　　　
              実開平０５－０４８５５２（ＪＰ，Ｕ）　　　
              特開２００６－３０４４０７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００６－３２０１３５（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０２Ｋ　　１／２７
              Ｈ０２Ｋ　２１／００－２１／４８


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

